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要約

本研究では、新交通システム導入に関して議論が継続した富山県高岡市と途絶した山口県宇部市を対象に議論の継続に

影響を与える要因について分析を行った。分析の結果、コンパクトシティ施策受容意識や居住地域の立地適正化計画の

受容意識が継続に影響を与えていることが示された。高岡市の方が立地適正化計画と新交通システム導入の認知度、新

交通システム導入の受容意識が高かった。宇部市では、新交通システムの受容意識と公共交通重要性認知との相関分析

の結果から、有意な負の相関が確認できた。宇部市では、新交通が将来的な公共交通ネットワークの充実に相反するも

のと捉えられていた可能性が示された。
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1.  はじめに

　現在わが国の地方部では、人口減少とモータリゼーショ

ンの影響で住宅地・市街地の低密度化が進行している。

平成 25 年から 5 年間の空き家の増加率は三大都市圏の

–1.2 % に比較してそれ以外の地域では 5.8 % であり、サー

ビス産業の生産性の低下・行政サービスの非効率化・地

域コミュニティの存続危機などの問題が地方部で顕在化

することが危惧される。

　このような状況化において生活を維持するためにサー

ビスの効率的な管理・提供が求められており、コンパク

トシティ施策に代表される、拠点への集約や拠点間の連

携によって構築されるまちづくりが進められてきた。コ

ンパクトシティの構想において、公共交通は運転ができ

ない学生や高齢者・障害者・妊婦等の交通手段の確保・

諸機能が集約した拠点間、並びに拠点と居住エリアを結

ぶ交通手段を提供し、人の交流を活発化する役割を担う

とされている。

　わが国のこれまでのまちづくりは都市の機能を土地利

用の観点から規制・活用することに重点が置かれており、

交通の役割が明示されていなかったが、2013 年の交通政

策基本法制定以降公共交通の役割が認識されつつあると

考えられる。

　一方、近年地方都市では利用者の減少によって事業者

の経営が悪化し、バスや鉄道の路線が廃止される事例が

少なくない。鉄道については、地方の小規模な路線だけ

ではなく JR 各社が相次いで維持が困難となる路線を公表

しており、既存の公共交通の存在を前提としてまちづく

りを進めるというよりは、将来的な公共交通ネットワー

クのあり方を見据えた中長期的・構造的な議論が求めら

れている。

　地方鉄道のあり方については、廃線に至る前に戦略的

にBRTやLRTへの転換を検討する事例も増加しつつある。

BRT や LRT などの新交通システムは在来鉄道に比して輸

送容量は低下するが運行費が廉価であり、運行頻度を高

めることが可能となるため需要が小さな地域では交通利

便性の向上に寄与する可能性がある。さらに路面や停留

所を工夫することでバリアフリー性を高め他の交通手段

とのシームレス化を実現したりするなど市街地の快適性

向上の効果も期待できる。廃線の議論が生じる前に戦略

的に軌道系新交通システムを導入することで、利便性の

向上によって公共交通ネットワークを維持し、コンパク

トシティの実現を目指すことが得策であると考えられる。

　鉄道はバスと比較して影響範囲が大きく一度廃線にす

ると元に戻すことが困難であるため、維持が困難であっ

た場合に地域の住民や企業を巻き込んだ議論に発展する

ことが多い。しかしながら議論が継続し、軌道系新交通

システムの積極的な導入や廃線後の代替輸送機関の積極

的な利用促進につながる路線がある。一方、軌道系新交

通システムの議論が途絶したり廃線でやむなく転換した

新交通の利用が落ち込んだりする事例も存在している。

　BRT・LRT の受容意識について、中村ら（2016）、塚

原ら（2009）は、土地利用計画と統合した包括的な公共

交通ネットワークの形成戦略を示すこと、新交通システ

ムへの理解を広めることが住民の受容性を高める可能性

がいずれの交通システムにおいても指摘されている。片

岡ら（2009）は、交通システムの差異に着目し、BRT と

LRT の導入について岡山市と浜松市で受容意識を調査し

ているが、受容意識が高い交通システムは都市によって
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表 1：調査路線

調査路線 所在地 検討内容 時期 現状

宇部線 山口県宇部市他 BRT 2019 凍結

富山港線 富山県富山市 LRT 2003 開業

雷都レール 栃木県宇都宮市 LRT 1989 開業予定

近江鉄道 滋賀県米原市他 LRT/BRT 2018 鉄道存続

城端線 / 氷見線 富山県高岡市他 LRT 2020 進行

異なっており、当該都市により相応しいと判断されたシ

ステムの受容意識が高かった。

　このように、交通システムの評価は都市戦略との整合

性によって異なると想定されるが、議論が生じた交通シ

ステムである以上、他の交通システムと比較し技術的・

実現可能性の観点からより優位であると想定されること

から、本研究では異なるモードであっても「新規交通シ

ステムの導入意識」として捉えることとした。

　交通システム導入・維持に関する住民意識の規定因に

ついて、LRT 整備計画の受容意識には計画の関心・理

解度が影響を与えることを示唆した松田ら（2011）、地

方鉄道への財政的支援の賛否意識に事業者の取り組みや

公共交通重要性認知が影響を与えることを示した坂本ら

（2016）、住民協働型のバス運営への参加意識にソーシャ

ルキャピタルが大きな影響を与えることを示した谷内ら

など、多くの既往研究があるが、いずれも交通施策に関

する意識分析が中心となっており、関連するコンパクト

シティ施策・まちづくり施策に関する意識が及ぼす影響

についてはほとんど研究されていない。コンパクトシティ

施策への賛否意識についても、地域活動への参加度や居

住地の選好、居住年数や年齢など個人属性などが規定因

として示されているが、交通施策の受容意識との関係に

ついては、ほとんど論じられていない。

　さらに、まちづくり施策の受容意識や自発的な参画は

当該地域のそれまでの施策と一体的であると認識してい

るほど高まると考えられる。窪田ら（2015）は地域住民

が協働して運営する事業について、地域の物語と一貫・

類似していると認知する程、その事業を受け入れ自らも

主体的に参加する傾向があることを示した。ここで、地

域の物語とは「自分たちの地域がどのような場所である

か」についての認識とされている。すなわち、都市計画・

交通計画の受容と主体的な参画を促すためには、自分の

住む地域がどのようなまちづくりを行ってきたか／どの

ようなまちづくりにしていくかについての物語、すなわ

ち、「まちづくりの物語」が重要となると考えられる。

　既往研究では個別事例の意識分析、大都市間での比較

分析が多く、交通ネットワークの再構築が重要な課題と

なっている地方部における比較分析は、ほとんど成され

ていない。新交通システム導入議論が途絶した地域と議

論が継続した地域の住民意識をコンパクトシティ施策に

関する意識と併せて分析することで、今後の地方部の公

共交通ネットワーク構築の進め方について有益な知見が

得られると考えられる。そこで本研究では、わが国の地

方都市において新交通システム導入計画の受容意識を高

めた要因について検討を行い、LRT 計画が継続している

富山県高岡市と BRT 計画が凍結した山口県宇部市でアン

ケート調査を実施・分析することで、議論が途絶えた地

域と継続した地域の交通まちづくり施策・コンパクトシ

ティ施策への受容意識と規定因を検討することを目的と

した。以上のように、既往研究では計画の周知を図るこ

とや理解の促進が有効である可能性が示唆されている。

しかしながら、これらはいずれも新交通システム導入が

成功した都市の個人差に着目した研究であり、議論が途

絶した地域に着目し比較した研究は筆者らが調べた限り

確認できなかった。そこで、本研究では、議論が途絶し

た地域（宇部市）に着目し、議論が継続している同規模

の地域（高岡市）と比較を行い、知見を得ることを目的

とする。

2.  調査方法

　本研究では、まずわが国の地方都市において新交通シ

ステム導入計画の受容意識を高めた要因について文献調

査によって検討を行い、得られた要因を用いてアンケー

ト調査を実施した。

2.1  文献調査

　日本で最初の LRT が導入された富山県富山市、2018 年

以降で新交通システム導入の計画が検討・継続されてい

る地方都市（5 路線）について書籍・web を用いて交通

まちづくりの議論継続に影響を及ぼす要因に対して文献

調査を行った（表 1）。その結果、文献調査で把握可能で

あった議論の継続要因として「施策の理解・受容意識」・

「沿線団体認知度」が挙げられた。施策の理解・受容意識

については交通システムの意義や受容意識とコンパクト

シティの意義・受容意識があげられる。富山ライトレー

ルの例では 100 回以上の説明会が行われ LRT の導入を行

う際にその交通システムを活用したまちづくりが住民の

生活にどのような便益を与えるのかについての市民受容

が高まり議論の進展に影響を与えていた。沿線団体認知

度については、城端線・氷見線や近江鉄道において、LRT
導入検討が発表されてから各地で沿線市民団体が LRT に

関するシンポジウムを実施していた。しかし宇部線では

確認できる沿線団体は 1 つのみで活動内容について報道

を確認する事は出来なかった。このように宇部線におい

て沿線の市民が沿線団体について認知する機会が少なく

議論の進展に影響を与えていたと推察する。
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　この他の要因として、自治体の首長や都道府県など行

政の熱心な関与が確認された。例えば、城端線・氷見線

沿線の自治体では市長が自身の公約の一つに新交通シス

テムを中心としたまちづくりを掲げ、定期的に新交通シ

ステム導入検討会を実施するなど熱心に議論に取り組ん

でいた。また、県の推進体制について、近江鉄道の事例

では、滋賀県が地域の公共交通を支えるための交通税の

導入の検討が行われており、雷都レールの事例では、栃

木県宇都宮市では、市長選挙にて LRT 計画を含む公共交

通についての政策が論点の一つになり、推進派の候補者

が当選後、新交通システムが導入される予定の沿線市町

村を含む委員会を設置し、沿線自治体と民間団体での公

設型上下分離方式での運行を決定した。しかしながら、

宇部線の事例では情報が少なく文献調査では詳細を確認

できなかった。ヒアリング調査等によって必要な項目で

あると考えられる。

2.2  本研究の対象

2.2.1  JR 城端線・氷見線

　城端線は、高岡駅（富山県高岡市）から城端駅（同南砺市）

を結ぶ全長 29.9 km の路線、氷見線は高岡駅から氷見駅（同

氷見市）を結ぶ全長 16.5 km の路線である。この路線は

富山県高岡市、砺波市、南砺市、氷見市が沿線市であり、

農産物の輸送を主目的として、明治 30 年に中越鉄道とし

て富山県内で最初に開通した鉄道である。令和元年時点

での城端線・氷見線の運行頻度は、城端線が 2 本 /h、氷

見線が 1 ～ 2 本 /h で、近年の乗客推移は、城端線で 6,162
人 / 日（H27）から 6,298 人 / 日（R1）と微増しているが、

氷見線では 3,086 人 / 日（H27）から 2,823 人 / 日（R1）
と微減している。利用目的については、平日は通勤・通

学の割合が高く、城端線で 69.7 %、氷見線で 82.8 % であ

る。休日は、通勤・通学が減り買い物や私用、観光が増

える傾向にある。両路線において、バリアフリー化や運

行本数の拡充による利用者の利便性向上を期待して 2020
年に LRT など新交通体系への移行の議論が生じた。両路

線の利用促進を図る市民団体が数多く存在しているほか、

沿線 3 市の市長は自身の公約として城端線・氷見線を活

用したまちづくりに関する政策を打ち出している。

2.2.2  JR 宇部線

　新山口駅（山口県山口市）から宇部駅（同宇部市）に

至る全長 33.2 km の路線である。明治 44 年に石炭輸送な

どを目的とした宇部軽便鉄道として開通した。令和元年

時点での宇部線の運行頻度は、宇部が 1 ～ 2 本 /h で、近

年の乗客推移は、宇部線では 4,244 人 / 日（H27）から 4,139
人 / 日（R1）と微減している。利用目的については、平

日はいずれも通勤・通学の割合が高く、宇部線で 76 % で

ある。休日は、通勤・通学が減り私用が増える傾向にある。

既存の運行形態ではいずれ存続が困難となることが想定

されることから、定時性や利便性を確保しながらコスト

を削減できる自動運転化を見据えた BRT 導入について、

2018 年に検討が開始された。翌年宇部市長が BRT への転

換を含めた調査を始めることを発表したことが報じられ、

JR 西日本との勉強会を行うなど導入に向けて有識者によ

る活動も行われた。しかしながら、2020 年に BRT 導入計

画を見送ったことが発表された。

2.2.3  高岡市と宇部市の市民活動

　高岡市における近年の交通まちづくりを巡る動きを述

べる。1990 年代年に全国で国の欠損補助打ち切りの動き

が高まった際、高岡市と新湊市を結ぶ加越能鉄道万葉線

の存続が議論された。当初、経営改善が望めない状況で

あったことから富山県と高岡市・新湊市は第三セクター

化に消極的であった。しかしながら、地域住民からの要

望が多く、市民団体「万葉線を愛する会」や「路面電車

と都市の未来を考える会・高岡（RACDA 高岡）」が設立

された。各団体の活発な活動によって公共交通を優先さ

せたまちづくりが市民に浸透し、2002 年に市民参加型第

三セクターが成立した。一方宇部市も、市民運動が盛ん

な地域である。工業地帯を有する宇部では産業の発展と

ともに、公害が深化し宇部方式と呼ばれる独自の対策が

講じられた。これは、条例に基づいた産・官・学・民か

らなる対策委員会が設置され、相互信頼と協調の精神を

もって話し合いによる全市民が一体となった公害対策で

あり、全国に先駆けたものであった。現在でも、宇部市

では環境問題への関心が高くさまざまな市民団体が組織

されており、市民活動が活発である。その中で、交通に

ついてもエコ通勤など環境負荷の小さな交通手段として

の自転車や公共交通の利用促進などが成されている。以

上のように両市ともに交通まちづくりに係る市民活動が

成されているものの、高岡市では公共交通のあり方につ

いての議論が進んでいる一方、宇部市では環境問題とい

う観点からの取り組みが多いという差異が存在する。

2.3  アンケート調査

　新交通システム導入についての議論が継続した地域と

途絶えた地域の人々の態度・行動の差について検討を行

うため、アンケート調査を 2021 年 12 月～ 2022 年 1 月に

実施した。対象地域は、文献調査を行った 5 路線の中で

人口規模、輸送密度、軌道系交通システム導入の議論開

始時期が同様の富山県高岡市と山口県宇部市の 2 市とし、

議論が継続した地域を高岡市、途絶した地域を宇部市と

した（表 2）。有効回答者数は、高岡市で 212 人、宇部市

で 204 人であった。調査は WEB 調査で行い、20 ～ 30 代、

40 ～ 50 代、60 代以上の 3 つの年齢カテゴリと性別の 2
つのカテゴリによる 6 つのセグメントの回答者が均等に

表 2：高岡市、宇部市の概要

高岡市 宇部市

人口規模（R3） 167,786 162,128

輸送密度（R1）
2,899（城端線） 2,539（宇部線）

2,552（氷見線）

議論開始時期 2020 2019
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なるように実施した。質問項目は以下の通りである。

2.3.1  個人属性

　個人属性として、性別・年齢・居住年数・自動車保有

の有無・交通手段を用いた移動頻度を尋ねた。移動頻度は、

各交通手段（クルマ・鉄道・バス・自転車・徒歩）を用

いた一か月当たりの移動頻度を 0 回、1 ～ 5 回、6 ～ 10 回、

11 ～ 15 回、16 ～ 20 回、21 ～ 25 回、25 回以上の選択肢

から回答を要請した。

2.3.2  まちづくり施策認知度・受容意識

　まちづくりに重要な影響を及ぼすと想定されるコンパ

クトシティ施策や立地適正化計画などの認知度や賛否意

識を尋ねた。高岡・宇部両市で策定されている立地適正

化計画についての認知度・賛否意識、これまでのまちづ

くりの認知度、パリの「車なしでも 15 分で仕事、学校、

買物、公園、そしてあらゆる機能にアクセスできる 15 分

シティ」計画の賛否意識、富山市「公共交通を軸とした

拠点集中型のコンパクトなまちづくり」の賛否意識を尋

ねた。パリと富山市の施策については、図を用いた上で

賛否意識を尋ねた。賛否意識については 1: 反対～ 5: 賛成

までの 5 件法、認知度については、1: まったく知らない

～5:よく知っている、のそれぞれ5件法で回答を要請した。

2.3.3  立地適正化計画の協和性認知

　窪田らを参考に、立地適正化計画との協和性認知を尋

ねた。先述の通り、まちづくり施策への受容意識や主体

的な参画は、住民が当該施策を従来のまちづくりあるい

は将来のまちづくりと一貫した「地域の物語」であると

して認知する（協和性認知）ことによって促進されると

期待される。よって、公共交通を活用したコンパクトシ

ティ施策への協和性認知が公共交通の利便性向上施策の

受容意識を高めると考えられる。両市の計画を調査した

ところ、両市とも立地適正化計画においてこのような施

策を策定していた。よって本研究では、立地適正化計画

がこれまでのまちづくりやこれからのまちづくりと整合

していると認知されているかを調査することとした。質

問項目は、窪田らを参考に作成した。両市の立地適正化

計画の概要を示し、「コンパクト・アンド・ネットワーク

のまちづくり（高岡市）」「公共交通と生活利便性を活か

し、歩いて暮らせるまちづくり」（宇部市）が、これまで

( これから ) の○○市のまちづくりと①調和した取り組み

だと思いますか、②即した無理のない取り組みだと思い

ますか、③反する奇抜な取り組みだと思いますか」（逆転

項目）、④照らして違和感のある取り組みだと思いますか

（逆転項目）」の 4 項目に関して「これまで（過去）」と「こ

れからのまちづくり（将来）」について問う計 8 問とした。

各質問に対して、1: 全くそう思わないから 5: とてもそう

思う、の 5 件法で回答を要請した。逆転項目の回答を反

転させ、過去と将来のそれぞれ 4 つの項目の加算平均を

尺度値として算出した。尺度の信頼性について、クロン

バックのα係数を算出したところ、過去のまちづくりと

立地適正化計画の協和性認知の尺度が α = 0.644、将来の

まちづくりと立地適正化計画の協和性認知の尺度が α = 
0.697 となり一定の信頼性が認められた。

2.3.4  交通施策受容意識

　まず公共交通の重要性認知を尋ねた。次に、高岡市民

には 2020 年に開始された JR 城端線・氷見線を LRT 化す

る検討についての認知度、賛否意識を尋ねた。宇部市民

には、2019 年に開始された JR 宇部線を BRT 化する検討

について同様に尋ねた。次に両路線の沿線で活動する市

民団体の認知度を尋ねた。最後に、2021 年に滋賀県で導

入の検討が開始された「交通税」が各市で導入されるこ

とになる事態の想定を依頼し、その賛否意識について尋

ねた。賛否意識の回答方法は 2.3.2 と同様である。新交通

認知度については、知っている / 知らない、の 2 件法で回

答を要請した。

2.3.5  将来の移動について

　運転の継続意図と運転をやめる動機、将来の移動手段

についての考えを次の 6 つの選択肢を設け単一回答で回

答を依頼した。①クルマ中心の生活から近い将来徒歩・

自転車・公共交通を中心とした生活へ転換したい、②ク

ルマが運転出来なくなる前に公共交通で生活したい、③

クルマが運転出来なくなったら公共交通を利用したい、

④クルマが運転出来なくなったら送迎などで生活したい、

⑤生涯クルマを運転して生活したい、⑥今現在クルマな

しの生活をしているので続けたい

3.  結果

3.1  受容意識・認知度・協和性認知に個人属性が及ぼす

影響

　アンケート調査で得られたデータから受容意識・認知

度・協和性認知に個人属性が及ぼす影響を検討した（表 3）。
なお、「新交通システム導入の受容意識（新交通導入受容

意識）」については、新交通システム導入検討について認

知している回答者のみで値を算出し、以後の分析を行っ

た。このため、他の変数とサンプルサイズが異なる。受

容意識・認知度・協和性認知に個人属性が及ぼす影響に

関して、宇部市と高岡市に分類して平均値の差の検定を

行った。差の検定を実施した項目は、公共交通重要性認知・

パリ施策受容意識・富山市受容意識・立地適正化計画受

容意識・立地適正化計画認知度・これまでのまちづくり

認知度・交通税受容意識・市民団体認知度・協和性認知

過去・協和性認知未来・新交通導入認知度・新交通導入

受容意識の計 12 項目である。有意な差が存在する項目の

分析結果を表 3 に示す。

　分析の結果、性別では両市で男性が新交通導入認知度、

高岡市の女性で立地適正化計画受容意識が高かった。年

齢について、高岡市では多くの項目で 40 代以上の回答者

の回答値が有意に高かったが、宇部市では有意差がなかっ

た。居住年数について、両市で 10 年以上の回答者の新交

通導入認知度が有意に高く、宇部市では立地適正化計画
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やこれまでのまちづくりの認知度も有意に高かった。居

住形態については、新交通導入認知度は両市で持家の回

答者が高く、それ以外の多くの項目で宇部市では持家の

回答者が高かった。40 代以上で居住年数が高く、持家の

回答者で意識が高い傾向にあるが、有意差が示された属

性は市によって異なっており、地域差があるものと推察

される。

3.2  富山県高岡市と山口県宇部市の比較

　まず、各交通手段を用いた外出頻度の質問項目への回

答から、高岡市と宇部市の交通手段別分担率と 1 人 1 月

当たりの移動回数を算出した（表 4）。高岡市では宇部市

と比較し鉄道の分担率が高く、徒歩・自転車の分担率が

やや低かった。次に、交通行動が受容意識に及ぼす影響

を検証するため両市で各交通手段別に平均値の差の検定

を行った（表 5）。表 5 に、有意な差が存在した項目の

結果を示す。高岡市でバス、宇部市で鉄道について、そ

れぞれ利用者の公共交通重要性認知が非利用者よりも高

かった。また、高岡市においてはクルマの月 20 回未満の

利用者が「クルマなしで歩いて暮らせるまちづくり（パ

リ施策）」施策の受容度が高かった。新交通導入受容意識

について、高岡市では有意差がなかったが、宇部市では

鉄道・バス非利用者の方が高く、鉄道ではその差が 5 %
水準で有意であった。

　次に受容意識・認知度・協和性認知について、両市の

平均値の差を検定した（表 6）。立地適正化計画・新交通

導入認知度、新交通導入受容意識の三項目では高岡市の

回答者が高く、協和性認知過去の項目では宇部市の回答

クルマ 鉄道 バス 自転車 徒歩

交通分担率 移動回数 交通分担率 移動回数 交通分担率 移動回数 交通分担率 移動回数 交通分担率 移動回数

高岡市 72 % 19.6 回 6 % 1.65 回 2 % 0.31 回 7 % 1.96 回 13 % 3.52 回

宇部市 70 % 17.8 回 2 % 0.55 回 1 % 0.57 回 9 % 2.24 回 18 % 4.49 回

表 4：高岡市と宇部市の交通手段分担率と 1 人ひと月当たりの移動回数

性別 年齢

高岡市 宇部市 高岡市 宇部市

男性
N = 105

女性
N = 107 p 男性

N = 102
女性

N = 102 p
40 歳

未満
N = 72

40 歳

以上
N = 140

p
40 歳

未満
N = 64

40 歳

以上
N = 140

p

公共交通重要性認知 4.04 4.03 0.942 4.08 4.25 0.191 3.78 4.16 0.009* 4.09 4.19 0.471

立地適正化計画受容意識 3.53 3.83 0.024* 3.55 3.77 0.108 3.56 3.75 0.162 3.47 3.75 0.068

協和性認知未来 3.21 3.29 0.485 3.23 3.34 0.333 3.07 3.34 0.012* 3.25 3.30 0.717

新交通導入認知度 0.65 0.36 0.000* 0.44 0.26 0.008* 0.31 0.60 0.000* 0.28 0.39 0.149

新交通導入受容意識回答者数 N = 68 N = 38 N = 45 N = 27 N = 22 N = 84 N = 18 N = 54

新交通導入受容意識 3.71 3.84 0.517 3.22 3.37 0.601 3.05 3.94 0.001* 3.44 3.22 0.483

居住年数 居住形態

高岡市 宇部市 高岡市 宇部市

10 年

未満
N = 36

10 年

以上
N = 176

p
10 年

未満
N = 37

10 年

以上
N = 167

p 賃貸
N = 51

持家
N = 161 p 賃貸

N = 61
持家

N = 143 p

立地適正化計画認知度 2.06 2.26 0.383 1.49 2.08 0.000* 2.10 2.26 0.419 1.90 2.00 0.571

立地適正化計画受容意識 3.89 3.64 0.162 3.43 3.71 0.124 3.67 3.69 0.883 3.44 3.76 0.041*

これまでのまちづくり認知度 2.28 2.40 0.510 1.70 2.37 0.000* 2.16 2.45 0.076 1.93 2.38 0.007*

協和性認知過去 3.08 3.02 0.650 3.14 3.20 0.660 3.11 3.00 0.346 2.99 3.27 0.007*

協和性認知未来 3.38 3.22 0.239 3.33 3.27 0.637 3.31 3.23 0.514 3.11 3.36 0.017*

新交通導入認知度 0.31 0.54 0.010* 0.16 0.40 0.002* 0.22 0.59 0.000* 0.25 0.40 0.029*

新交通導入受容意識回答者数 N = 11 N = 95 N = 6 N = 66 N = 11 N = 95 N = 15 N = 57

新交通導入受容意識 3.73 3.76 0.946 3.17 3.29 0.807 3.55 3.78 0.486 3.20 3.30 0.771

表 3：個人属性別の受容意識・認知度・協和性認知の差の検定

注：* p < 0.05。
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者が高く、その差が有意であった。この結果は、高岡市

民は宇部市民と比較して、新交通導入受容意識と立地適

正化計画と新交通システム導入の認知度が宇部市民より

も高い可能性があることを示すものであると考えられる。

また、宇部市民は高岡市民より現在策定される立地適正

計画とこれまでのまちづくりが一貫していると認知され

ている傾向があると考えられる。但し、いずれの都市で

も協和性認知未来のほうが協和性認知過去より数値が高

くこの差が有意であり、公共交通を活用したまちづくり

である立地適正化計画はこれまでのまちづくりと整合し

ているというよりも未来志向の計画であると認知されて

いる可能性があり、その傾向は宇部市より高岡市でより

強いものであると考えられる。次に、両市で立地適正化

計画・新交通導入受容意識と全 12 項目で相関分析を行っ

た（表 7）。なお、この分析は新交通導入受容意識につい

て、新交通システムを認知していた回答者のみを対象と

して行った。両市で、立地適正化計画受容意識と公共通

重要性認知、コンパクトシティ施策受容意識、協和性認

知過去 / 未来との相関が正に有意であった。新交通受容意

識との相関については、高岡市で立地適正化計画受容意

識、公共交通重要性認知、コンパクトシティ施策受容意識、

協和性認知過去・未来との相関係数が正に有意であった。

しかし、宇部市では新交通受容意識と公共交通重要性認

知の相関が負に有意であり、立地適正化計画の協和性認

知と新交通受容意識の相関が有意ではなかった。

　この結果は、宇部市民は宇部線の BRT への転換が公共

交通の利便性の向上につながると認識されておらず、宇

部市の立地適正化計画「公共交通と生活利便性を活かし、

歩いて暮らせるまちづくり」への受容意識が高まっても、

新交通システム導入受容意識が高まるとは言えない傾向

鉄道 バス

高岡市 宇部市 高岡市 宇部市

1 回未満
N = 164

1 回以上
N = 48 p 1 回未満

N = 162
1 回以上

N = 42 p 1 回未満
N = 197

1 回以上
N = 15 p 1 回未満

N = 187
1 回以上

N = 17 p

公共交通重要性認知 4.03 4.04 0.946 4.11 4.58 0.015* 3.99 4.53 0.043* 4.13 4.53 0.081

パリ施策受容意識 4.00 4.17 0.261 3.96 4.04 0.718 4.02 4.27 0.309 3.96 4.00 0.893

新交通導入認知度 0.46 0.63 0.049* 0.36 0.29 0.506 0.49 0.67 0.182 0.34 0.47 0.291

新交通導入受容

意識回答者数
N = 76 N = 30 N = 65 N = 7 N = 96 N = 10 N = 64 N = 8

新交通導入受容意識 3.71 3.87 0.485 3.45 1.71 0.022* 3.73 4.00 0.461 3.41 2.25 0.080

クルマ 徒歩

高岡市 宇部市 高岡市 宇部市

20 回未満
N = 116

20 回以上
N = 96 p 20 回未満

N = 105
20 回以上

N = 99 p 1 回未満
N = 98

1 回以上
N = 114 p 1 回未満

N = 115
1 回以上

N = 89 p

公共交通重要性認知 4.06 4.01 0.696 4.18 4.14 0.757 4.00 4.06 0.655 4.29 4.06 0.071

パリ施策受容意識 4.19 3.91 0.028* 3.98 3.95 0.838 3.90 4.16 0.036* 3.87 4.04 0.249

新交通導入認知度 0.53 0.47 0.410 0.31 0.39 0.236 0.43 0.56 0.054 0.34 0.37 0.678

新交通導入受容

意識回答者数
N = 51 N = 55 N = 33 N = 39 N = 42 N = 64 N = 30 N = 42

新交通導入受容意識 3.84 3.67 0.718 3.33 3.23 0.398 3.57 3.61 0.894 3.37 3.21 0.584

表 5：ひと月当たりの交通手段利用頻度別の受容意識・認知度・協和性認知の差の検定

注：* p < 0.05。

高岡市
N = 212

宇部市
N = 204 p

公共交通重要性認知 4.03 4.16 0.169

パリ施策受容意識 4.04 3.97 0.465

富山市受容意識 3.88 3.81 0.479

立地適正化計画受容意識 3.68 3.66 0.818

立地適正化計画認知度 2.22 1.97 0.033*

これまでのまちづくり認知度 2.38 2.25 0.187

交通税受容意識 2.43 2.36 0.506

市民団体認知度 1.75 1.86 0.316

協和性認知過去 3.03 3.19 0.028*

協和性認知未来 3.25 3.28 0.655

新交通導入認知度 0.50 0.35 0.002*

新交通導入受容意識回答者数 N = 106 N = 72

新交通導入受容意識 3.75 3.28 0.004*

表 6：地域別の受容意識・認知度・協和性認知の差の検定

注：* p < 0.05。
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にあった可能性を示すものであると考えられる。この点

は高岡市と宇部市で大きく異なる点であり、宇部市の新

交通システム受容意識が高岡市よりも低かった要因の一

つではないかと考えられる。

3.3  受容意識・認知度・協和性認知に将来の公共交通利

用意図が及ぼす影響

　施策の受容意識・認知度に将来の交通行動が及ぼす影

響を検討した。運転出来なくなったら公共交通を利用し

たいと回答した回答者は高岡市で 32.5 %、宇部市で 9.8 %
であった（表 8）。阿部ら（2020）によると体が虚弱にな

ると公共交通が利用出来ないことが多いとされておりこ

の考えは実現確率が乏しい選択肢である。両市で一定の

回答者が、自らの将来の移動手段をクルマが運転出来な

受容意識

高岡市 宇部市

新交通
N = 106

立地適正化計画
N = 212

新交通
N = 72

立地適正化計画
N = 204

立地適正化受容意識 0.43** 1.00 0.05 1.00

公共交通重要性認知 0.34** 0.42** –0.26** 0.33**

パリ施策受容意識 0.21* 0.66** 0.05 0.70**

富山市受容意識 0.24* 0.68** –0.06 0.70**

立地適正化認知度 –0.09 0.09 0.15 0.07

これまでのまちづくり認知度 –0.06 0.07 0.09 0.18**

交通税受容意識 0.15 0.21** 0.13 0.07

市民団体認知度 0.08 0.04 –0.05 –0.03

協和性認知過去 0.27** 0.46** 0.15 0.50**

協和性認知未来 0.29** 0.55** 0.13 0.55**

新交通導入認知度 － –0.03 － 0.02

表 7：新交通導入・立地適正化受容意識と他の項目との相関

注：* p < 0.05; ** p < 0.01。

選択肢
高岡市
N = 212

宇部市
N = 204

（1）クルマ中心の生活から近い将来、

徒歩・自転車・公共交通を中心と

した生活へ変換したい

23.6 % 20.6 %

（2）クルマが運転出来なくなる前に公

共交通で生活できるにしたい
24.5 % 25.0 %

（3）クルマが運転出来なくなったら公

共交通を利用したい
32.5 % 9.8 %

（4）クルマが運転出来なくなったら送

迎などで生活したい
6.6 % 30.4 %

（5）生涯クルマを運転して生活したい 9.0 % 5.9 %

（6）今現在クルマなしの生活をしてい

るので続けたい
3.8 % 8.3 %

表 8：将来の交通手段度数分布割合

新交通受容意識

高岡市 宇部市

意向無
N = 16

意向有
N = 55

楽観視
N = 35

意向無
N = 27

意向有
N = 36

楽観視
N = 9

公共交通重要性認知 0.55** 0.50** 0.06 –0.35† –0.12 –0.61†

パリ施策受容意識 0.76** 0.14 0.10 –0.04 0.27 –0.56

富山市受容意識 0.77** 0.34* –0.11 –0.03 0.10 –0.69*

立地適正化受容意識 0.57** 0.51** 0.27 –0..01 0.16 0.00

立地適正化認知度 –0.69** 0.09 –0.27 0.01 0.32* –0.10

これまでのまちづくり認知度 –0.01 0.16 –0.43** –0.18 0.28 0.26

交通税受容意識 0.31 0.39** –0.25 0.08 0.17 0.27

市民団体認知度 –0.16 0.29* –0.26 –0.12 0.07 –0.06

協和性認知過去 0.37 0.12 0.51** 0.21 0.11 0.09

協和性認知未来 0.55* 0.27* 0.26 0.22 0.04 0.17

公共交通利用頻度 –0.13 0.08 0.14 –0.56** 0.05 –0.74**

表 9：新交通受容意識と施策の認知度・受容意識・公共交通利用頻度の相関

注：* p < 0.05; ** p < 0.01; † < 0.1。
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χ² = 30.506, df = 27, p < 0.01, GFI = .948, AGFI = .895, RMSEA = .035

図 1：高岡市パス図解析結果（標準化解）

くなった状態でも公共交通が利用できると楽観視してい

ることが示された。将来の移動手段の意向を尋ねた設問

において、クルマが両市で将来公共交通を利用する意向

のある回答者（選択肢 1、2、6）と楽観視している回答者（選

択肢 3）、意向がない回答者（選択肢 4、5）に分割し、新

交通システム受容意識と都市施策・交通施策の認知度や

受容意識、現在の公共交通の利用頻度との相関分析を行っ

た（表 9）。なお、この分析は新交通システムを認知して

いた回答者のみを対象として行った。分析の結果、高岡

市では、楽観視している回答者は、協和性認知過去との

み正に有意な相関であった。そうでない回答者のうち、

将来の公共交通利用意向の有無に関わらず、新交通受容

意識と公共交通重要性認知、富山市施策受容意識、立地

適正化計画受容意識、協和性認知未来の相関係数が正に

であった。また、公共交通利用意向のある回答者にのみ

新交通受容意識と交通税受容意識、沿線の市民団体認知

度の相関係数が正に有意であったほか、将来公共交通利

用意向のない回答者は立地適正化計画の認知度との相関

係数が負に有意であった。高岡市では、将来の移動を楽

観視している回答者はコンパクトシティ施策の受容性が

高まっても新交通の受容意識が高まるとは言えない一方、

そうでない回答者は将来の公共交通利用意向に関わらず

コンパクトシティ施策の受容度が高まると新交通受容意

識も高まる傾向があり、将来の交通を楽観視している層

への理解の促進が重要になるのではないかと考えられる。

一方宇部市では、将来の公共交通利用意向のない回答者・

楽観視している回答者は、新交通受容意識と公共交通重

要性認知、公共交通の利用有無の相関係数が負に有意で

あった。宇部市では、将来利用意向のない・楽観視して

いる市民が既存の公共交通を利用するほど、新交通シス

テム（BRT）への受容意識が低くなる傾向であり、現状

の交通システムからの改編に反発が生じたのではないか

と考えられる。将来的な公共交通の利用意向に関わらず

コンパクトシティ施策の受容度が新交通システム導入施

策の受容度に影響を与えるとは言えない状況であり、住

民のコンパクトシティと交通施策の関連性などへの理解

が全ての層において低かったのではないかと考えられる。

3.4  新交通システム受容意識の影響要因の分析

　前節までに示した通り、新交通システム導入受容意識

にコンパクトシティ施策受容意識が影響を及ぼす可能性

が示唆された。さらに、コンパクトシティ施策受容意識

は協和性認知や公共交通重要性認知に影響を及ぼされる

と想定される結果が得られた。この因果関係を検証する

ため、パス解析を行った。相関分析をもとに因果関係を

想定し、新交通システム導入を認知している市民を対

象として行った（図 1、図 2、表 10）。両市ともに GFI、
RMSEA の値が十分な水準であった。分析の結果、新交通

システム導入受容意識について、高岡市では立地適正化

計画受容意識と公共交通重要認知が正の影響を、宇部市

では公共交通利用の有無が負の影響をそれぞれ与えてい

る可能性があった。宇部市でも、公共交通重要性認知が

コンパクトシティ施策受容意識に正の影響を及ぼしてお

り、立地適正化計画における公共交通の役割は認識され

ているものの、新交通システム導入がコンパクトシティ

施策の中で重要な役割を果たすとは認識されていなかっ

たと考えられる。

4.  まとめ

　本研究では、新交通システム導入の議論が継続した富

山県高岡市と途絶した山口県宇部市を対象に議論の継続

に影響を与えると考えられる受容意識の規定因について、

文献調査から抽出された項目を調査し、分析した。居住

年数や持家かどうかなどの個人属性や交通行動のほか、

立地適正化計画の受容意識や公共交通重要性認知が新交

通システム受容意識に影響を及ぼしていることが示唆さ
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図 2：宇部市パス図解析結果（標準化解）
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立地適正化計画
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公共交通利用

交通税受容意識.871

1.003
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.922

.267
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–.175

.509

–.031

.449

.029

.530

.045 .120

.045–.344

χ² = 25.490, df = 27, p < 0.01, GFI = .937, AGFI = .872, RMSEA = .000

正に有意

負に有意

高岡市（N = 106） 宇部市（N = 72）

推定値 SD 標準化

係数
p 推定値 SD 標準化

係数
p

公共交通重要性認知 →
コンパクトシティ施策
受容意識

.374 .086 .439 < .001*** .286 .109 .267 .009***

公共交通重要性認知 →
新交通システム受容意
識

.354 .109 .314 .001*** –.247 .164 –.175 .131

公共交通利用 → 公共交通重要性認知 –.189 .196 –0.94 .334 .778 .278 .315 .005***

公共交通利用 →
将来の公共交通利用意
思

–.049 .107 –.045 .644 –.063 .179 –.042 .723

公共交通利用 →
新交通システム受容意
識

.315 .189 .139 .095 –1.198 .387 –.344 .002***

立地適正化計画の協和
性認知

→ 協和性認知過去 1.00 － .760 － 1.00 － .871 －

立地適正化計画の協和
性認知

→ 協和性認知未来 1.34 .224 .952 .001*** 1.15 .105 1.00 < .001***

立地適正化計画の協和
性認知

→
コンパクトシティ施策
受容意識

.406 .156 .277 .009*** .636 .132 .530 < .001***

立地適正化計画の協和
性認知

→ 交通税受容意識 .763 .240 .354 .001*** .044 .252 .029 .862

立地適正化計画の協和
性認知

→
立地適正化計画受容意
識

.481 .154 .272 .002*** .656 .127 .449 < .001***

コンパクトシティ施策
受容意識

→ パリ市施策受容意識 .735 .115 .723 < .001*** 1.04 .095 .924 < .001***

コンパクトシティ施策
受容意識

→ 富山市施策受容意識 1.00 － .833 － 1.00 － .922 －

コンパクトシティ施策
受容意識

→
立地適正化計画受容意
識

.704 .128 .583 < .001*** .620 .110 .509 < .001***

コンパクトシティ施策
受容意識

→
新交通受容システム受
容意識

–.277 .204 –.210 .174 –.040 .237 –.031 .861

立地適正化計画受容意
識

→
新交通システム受容意
識

.529 .137 .482 < .001*** .129 .183 .120 .480

交通税受容意識 →
新交通システム受容意
識

.047 .075 .052 .533 .132 12 .126 .240

将来の公共交通利用意
思

→
新交通システム受容意
識

–.142 .171 –.069 .407 .105 .243 .045 .666

表 10：両市のモデルの推定値

注：*** p < .01; ** p < .05。
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れた。高岡市と宇部市の比較から、新交通システム導入

の受容意識のほか、都市交通施策の認知度が高岡市民の

方が高い水準にある可能性が示唆された。さらに、宇部

市では新交通システムのコンパクトシティ施策における

役割が認識されていない可能性があり、コンパクトシティ

施策の受容意識が低いというよりは、コンパクトシティ

施策と交通施策の関連についての認知が低かったと考え

られる。また、宇部市民は公共交通を利用している人ほ

ど新交通の受容意識が低い傾向があり、提案された新交

通システムが既存の交通システムと比較して劣ると認識

された可能性があるのではないかと考えられる。このよ

うに、都市施策と交通施策の関連や、新交通システムに

よる交通利便性の向上についての説明と理解が不足して

いたことが議論の途絶につながった要因の一つではない

かと考えられる。

　また、県の公共交通に対する考えや推進体制に差があっ

た可能性があると考えられるほか、高岡市では鉄道につ

いて考える市民団体が存在していた。沿線住民と協議す

る機会を設けて、鉄道について考えることが地方都市で

新交通システムを含めた議論を継続させるための重要な

要因の一つであると考えられる。今後、地方部で鉄道の

存続や転換の議論を行う際には、このような点に配慮が

必要ではないかと考えられる。

　なお、本研究で個人属性や、将来の公共交通利用意向

が受容意識に及ぼす影響に地域差がある可能性を示唆し

たが、本研究で用いたデータのサンプルサイズが小さい

ため、この点について影響やその要因を検討するために

は、他地域のデータを用いた分析やより多くの回答者に

よる分析など、さらなる検証が必要であると考える。以

上のような受容意識に影響を及ぼす要因についての両市

の違いは、両市の交通政策の進め方のみならず、2.2.3 で

述べた両市の市民活動の経緯の違いが影響している可能

性が存在する。なお、2.2.2 で述べた通り、JR 宇部線の

BRT 化は市長の発言が報道されたことによってその議論

を認知するに至った市民が少なくない一方、城端線・氷

見線の LRT 化は万葉線の議論や近隣の富山市での LRT 導

入の触れる中で市民がその必要性や可能性を認識する機

会があったとも考えられるあるいは、そのような経緯が

両市の取り組みの進め方に影響を及ぼすことも考えられ

る。本研究で得られた知見はこのような個々の地域の政

策背景を考慮しておらず、実際の政策を検討する際には

各地域の状況を十分に踏まえることが必要であると考え

られる。あるいは、そのような経緯が両市の取り組みの

進め方に影響を及ぼすことも考えられる。本研究で得ら

れた知見はこのような個々の地域の政策背景を考慮して

おらず、実際の政策を検討する際には各地域の状況を十

分に踏まえることが必要であると考えられる。
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Abstract
We investigated factors that influenced the continuation and 
discontinuation of discussions regarding the introduction of 
a new transit system in Takaoka City, Toyama, and Ube City, 
Yamaguchi, respectively. We found that acceptance of the com-
pact city policy and location optimization plan for residential 
areas influenced the continuation of discussions. In particular, 
Takaoka citizens had a high level of awareness regarding the 
location optimization plan and acceptance of the new transpor-
tation system. In Ube City, acceptance of the new transportation 
system and perceptions of the importance of public transporta-
tion showed a significant negative correlation, suggesting that 
the new transportation system was perceived as conflicting with 
future enhancement of the public transportation network.
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